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団体名

評価調書（県総合評価調書）

【評価の基準】

　　　（１）多様化・高度化する県民ニーズや社会経済情勢等の変化への的確な対応

　　　（２）厳しい財政状況を踏まえた簡素で効率的な事業展開

　　　（３）県の財政的、人的関与の適正化による主体的・機動的な団体運営

　　　（４）役職員体制の適正化による自律的かつ効率的な組織運営

　　　（５）積極的な情報提供の推進による団体に対する県民の理解と信頼の促進

１．評価結果（個別観点）

評　価

評価の目安

評価内容

団体のあり方

組織運営

事業実績

県の人的関与
について

　県の産業振興施策の実施機関として、産業の高度化、新産業の育成、情報産業
の競争力等を促進するため、経営・技術・販路の面で総合的な支援活動を行ってい
る。
　エネルギー価格や物価の高騰、最低賃金の上昇、人手不足、米国の通商政策の
影響など外部環境が変化する中、県内企業の支援機関としての重要性が高くなっ
ている。

ＩＴイノベーションセンターへ主任１名を派遣している。

　県内企業は様々な経営課題を抱えており、その内容も複雑化、高度化、専門化し
ている。そのため、経営・技術・販路の各方面で、民間企業や経済団体の出身者な
ど豊富な専門知識や経験を備えた外部人材を登用・配置し、質の高い企業支援を
行っている。
　また、財団プロパー職員についても、研修・能力開発を実施し、企業を支援する能
力の高い人材の育成に努めている。

　法に基づく中小企業支援センターとして、産業支援機関相互の連携と分担の中核
として活動を行ってきたが、エネルギー価格や物価の高騰対策、米国の通商政策
の影響対策等、行政や他の支援機関等と更に連携を強め、県内企業に対する総合
的な継続支援活動及び国・県の産業振興施策事業の効果的な実施に努めた。
　令和７年度の個別企業相談件数は11,689件、総合支援件数は7,393件と、昨年度
より増加しており、他機関・団体との連携による対応を行っている。
　また、施設の指定管理者として、コスト削減に努め、適正に施設の維持管理を
行っている。

観　点

　県の産業振興施策を実施するため、県からの財政的担保が必要である。県への
財政的依存度が高くなっており、人件費比率の高まりとともに、財政内容の硬直化
が懸念されることから、財源の多様化を図ることが求められる。

　県の産業振興施策の実施機関と位置付けており、県からの財源を
中心とした事業実施を前提としている。

A:良好である　B:ほぼ良好である　Ｃ：やや課題がある　D:課題が多い　

公益財団法人しまね産業振興財団

A

A

A

B財務内容

県の財政的関
与について
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２．総合評価

総合コメント

課題の内容等

県内企業への周知

今後の方向性 評価コメント

　支援先企業が固定化しや
すい傾向があるため、すそ
野を広げることが重要であ
る。当財団の事業活動をよ
り多くの県内企業に知って
いただくために、情報発信
や広報活動を更に強化し、
積極的な事業運営に努め
る。

　様々な媒体を活用し当財団の事業を
県内企業に知ってもらう取組を進めると
ともに、市町村、商工団体、金融機関等
と効果的な連携支援ができるように、情
報や人材の交流を活発化する必要があ
る。

　県の産業振興施策の実施機関として、県内企業に対して経営・技術・販路の面で総合的な支援活動を行ってい
る。
　これらの支援の結果、県内企業においては、経営面では新分野進出や付加価値向上、競争力の強化に向けた
課題の改善、技術面では技術の高度化や新製品の開発、生産性の向上、販路の面では新たな商談の成立が図ら
れるなど、県内企業の競争力の強化や県内産業の成長と発展に寄与している。
　令和７年度は、物価高、エネルギー価格の高騰、最低賃金の上昇、人手不足、さらには米国の通商政策の影響
など、企業にとって厳しい経営環境が続く中、県内企業の様々な経営課題の解決に向けて、昨年度の実績を上回
る相談対応・企業支援を行った。経営革新、創業、知的財産など様々な相談内容に対応し、そして製造業、卸・小
売業、サービス業など幅広い業種の相談・支援に対応しながら、自律的な経営や経営基盤の再構築等に向けた伴
走支援を積極的に実施するとともに、デジタル技術の導入支援、カーボンニュートラルへの対応支援、そして人材
確保・育成支援などに重点的に取り組むなど、県内企業の課題への相談対応から県の支援制度の実施まで幅広
い支援に多大な役割を果たした。
　今後とも、県の産業支援機関の中核的存在として、他の支援機関等との連携を強化し、その機能の拡充を図ると
ともに、競争的資金の継続的な獲得等により財源の多様化を図る必要がある。

団体の経営評価
報告書における
総合評価につい
て
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令和8年7月1日 現在

１．組織の概要

注）設立時期の欄カッコ書きは、公益法人制度改革による移行前の団体設立時期

経営評価報告書［組織体制シート（各法人共通）］ （Ａ）-１

団体名 代表者（職・氏名） 所在地

公益財団法人しまね産業振興財団
代表理事理事長 大谷　幸生

島根県松江市北陵町1番地
（任期）

H23.4
（H11.4）

整備法第44条 産業振興課 R8.3.31
公益法人会計基準

（H20.4.11）

基本財産の状況〔千円〕※R8.3.31現在 県出資等比率 運用財産の状況〔千円〕　※R8.3.31現在

R8.6.26～R9定時評議員会

設立時期 設立根拠 県所管課 事業年度終了日 適用会計基準

債務保証の状況〔千円〕※R8.5.31現在 県出資等との比率

債務保証の額 0.0%

合計額 146,196
100.0%

合計額 827,813
うち県出資等額 146,196 うち取崩しを前提として県が造成補助した財産 233,149

設立目的

主な事業内容

県内産業の高度化及び新たな産業の育成を促進し、もって本県産業の活性化と県民の福祉向上に寄
与すること。

①経営力、生産力の強化、新たな分野への進出、情報技術の活用、技術力向上、製品・技術の販路
開拓や販路拡大など、企業の競争力を強化支援する事業
　財団が、中小企業支援法に基づく県中小企業支援センター、中小企業経営力強化法に基づく認定支
援機関として、各支援機関との連携により、県内企業の経営革新、経営基盤強化や具体的な事業計
画を持つ県内企業が目標達成の為必要な「ヒト・モノ・カネ・情報」などの経営資源の投入を促し、個別
企業の経営支援を通じて本県産業の競争力強化を図る。
　また、産学官の交流・共同研究をコーディネート、企業等が行う研究開発費の助成や人材育成等を
通して県内企業の技術力向上を支援するとともに、県内発の製品・技術の販路拡大のため首都圏や
海外等の企業マッチング及び販売戦略等の助言を行うことで、県内企業の販売力強化を総合的に支
援する。
　さらにＩＴ技術を活用した事業創出、DX推進支援等を行うことで、県内産業の競争力強化を図る。
②施設管理事業
　指定管理者として島根県立産業高度化支援センターの効率的な管理を行うとともに、併せて県産業
技術センター施設等の維持管理業務を行う。
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２．役員等数　※当年度欄はR8.7.1現在、前年度欄はR7.7.1現在

6 回 2 回

３．県職員である役員等の内容

常勤 非常勤 計

当年度 前年度 増減増減 当年度 前年度 増減 当年度 前年度

0

うち県ＯＢ職員 1 1 0 0 0 0 1 1 0

理事 5 5 0 2 2 0 7 7

0

監事 0 0 0 2 2 0 2 2 0

うち県職員 0 0 0 0 0 0 0 0

0

うち県職員 0 0 0 0 0 0 0 0 0

うち県ＯＢ職員 0 0 0 0 0 0 0 0

0

うち県ＯＢ職員 1 1 0 0 0 0 1 1 0

小計（役員計） 5 5 0 4 4 0 9 9

0

評議員 0 0 0 15 14 1 15 14 1

うち県職員 0 0 0 0 0 0 0 0

0

うち県職員 0 0 0 2 2 0 2 2

うち県ＯＢ職員 0 0 0 1 1 0 1 1

1

R7年度会議開催数 理事会等 評議員会等

県における所属・職名等 前年度と比較して異動のあった事項及び人数

0

合計 5 5 0 19 18 1 24 23

評議員 商工労働部長、産業技術センター所長

理事

監事
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４．職員数　　※当年度欄はR8.7.1現在、前年度欄はR7.7.1現在

５．人件費の状況（退職手当を除く）

（１）役員の報酬等

人

人

人

人

人

人

人

人

人

（２）正規職員の給与等

人

人

人

【人件費の状況に関する記載内容の注意事項】

※

※

増減 県派遣：団体での職名（県での所属）

正規職員 31 31 0

団体名 公益財団法人しまね産業振興財団

経営評価報告書［組織体制シート（各法人共通）］ （Ａ）-２

人数 県ＯＢ：団体での職名 前年度と比較して
異動のあった事項当年度 前年度

うち県派遣職員 1 1 0 ITOC主任（産業振興課主任主事）

うち県ＯＢ職員 0 0 0

嘱託職員 34 33 1 業務委託の職員増

うち県職員兼務 0 0 0

臨時職員等 0 0 0

うち県ＯＢ職員 1 1 0 参事

計 65 64 1

うち県ＯＢ職員 0 0 0

①当該団体が報酬等の全部を支給している役員

4 5,818,837 276,000 6,094,837 910,094 7,004,931

〔円〕

支給対象人数
役員報酬等の当団体負担額 福利厚生

・共済費等
人件費計

報酬 その他 小計

6,492,431

（１人当り） 5,306,337 276,000 5,582,337
常勤

1 5,306,337 276,000 5,582,337 910,094

512,500

②他団体等が報酬等の一部または全部を負担している役員

1 0 0 0 0 0

非常勤 3 512,500 512,500

0

（１人当り） - - -
常勤

0

0

計（①＋②）

5 5,818,837 276,000 6,094,837 910,094 7,004,931

非常勤 1 0

6,492,431

非常勤 4 512,500 0 512,500 0 512,500

常勤 1 5,306,337 276,000 5,582,337 910,094

①当該団体が職員給与費の全部を支給している職員

32 137,759,530 18,212,260 51,956,231 207,928,021 34,754,782 242,682,803

〔円〕

支給対象人数
正規職員の給与等の当団体負担額 福利厚生

・共済費等
人件費計

給料 職員手当 賞与 小計

②他団体等が職員給与費の一部または全部を負担している職員

3 963,008 42,000 554,462 1,559,470 853,968 2,413,438

（１人当り） 4,304,985 569,133 1,623,632 6,497,750

他団体等が職員給与費の一部又は全部を負担している職員（（2）②）について、県人事交流職員
（１名）については、時間外手当、通勤手当、勤勉手当及び共済費等の一部を当方が負担。銀行
出向者（2名）については労働者災害保険料についてのみ当方負担。

役員（理事）4名については職員を兼務しており、職員給与費として整理。

計（①＋②）

35 138,722,538 18,254,260 52,510,693 209,487,491 35,608,750 245,096,241

（１人当り） 321,003 14,000 184,821 519,824
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団体名

１．事業概要

Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

目標値 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

実績値 0.9% 0.9% 1.5%

２．コスト等の推移 （単位：円）

Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度(計画）

1,139,572,286 1,883,940,337 803,966,254 1,103,334,102

845,339,513 1,570,487,766 478,258,077 821,588,959

650,647,305 1,468,572,341 381,021,618 659,735,783

うち県分 597,055,368 1,428,840,084 342,173,343 641,972,783

93,136,268 88,384,166 82,450,682 142,108,000

うち県分 15,502,259 15,225,047 7,103,290 10,147,000

（上記のうち指定管理料） 0 0 0

374,640 507,000 1,079,200 1,252,200

1,471,902 483,480 0

13,770,000 0 0

85,939,398 10,725,384 13,706,577 18,492,976

294,232,773 313,452,571 325,708,177 281,745,143

1,050,781 1,049,219 2,144,231 1,062,031

293,181,992 312,403,352 323,563,946 280,683,112

目的及び
内容

財団が中小企業支援法に基づく県中小企業支援センター、中小企業経営力強化法に基づく認定支
援機関として、各支援機関との連携により、県内企業の経営革新、経営基盤強化や具体的な事業計
画を持つ県内企業が目標達成の為必要な「ヒト・モノ・カネ・情報」などの経営資源の投入を促し、個
別企業の経営支援を通じて本県産業の競争力強化を図る。また、産学官の交流・共同研究をコー
ディネート、企業等が行う研究開発費の助成や人材育成等を通して県内企業の技術力向上を支援
するものであり、県内発の製品・技術の販路拡大のため首都圏や海外等の企業マッチング及び販売
戦略等の助言を行うことで、県内企業の販売力強化を総合的に支援することを目的とする。さらに、
さらにＩＴ技術を活用した事業創出、DX推進支援等を行うことで、県内産業の競争力強化を図ること
で、県内情報産業の競争力強化を図る。

公益財団法人しまね産業振興財団

経営評価報告書［事業実績シート（各法人共通）］ （Ｂ）-1

事業名 経営力、生産力の強化、新たな分野への進出、情報技術の活用、技術力向上、製品・技術の販路開拓や販路拡大など、企業の競争力を強化支援する事業

借入金

目標
（値）

CS調査による不満足度ゼロ

区分

コスト

事業費

財
源
内
訳

補助金・負担金

受託料等

県が造成補助した運用財
産の取崩収入

0 1,815,395 0

資産運用収入

使用料・入場料等

その他（上記以外）

人件費

職
員
別
内
訳

役員、評議員

正規職員、その他職員
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３．事業実績に対する評価等
（評価の目安） ａ：目標を達成するとともに非常に効果があった

ｂ：かなり効果があった
ｃ：効果が十分でなく手法を見直す必要がある
ｄ：効果が出ておらず、事業そのものを見直す必要がある

　説明

令和７年度は、県内企業の経営基盤強化に重点を置き、変化するマーケットや市場のニーズを的確にとらえ、自社
の経営戦略を構築し、新分野進出や付加価値向上などに果敢に挑戦する県内企業を積極的に支援した。
新たなビジネスモデルの創出や生産性向上を目指す企業経営者に対し、「対話と傾聴」を重視した支援を行った。
課題の設定から解決策の導出までを伴走し、経営者自らが変革の道筋を描ける体制の構築を目的として、当財団
職員および各種専門家による伴走型支援を実施した。また、人手不足が深刻化する中、「デジタル技術の導入」に
よる省力化や、カーボンニュートラルへの対応に向けた県内企業の積極的な取り組みへの支援を重点テーマとし
て、事業を実施した。さらに、地域活力の維持・向上や県内企業の活性化において、「人に対する支援」は必要不可
欠との観点に立ち、引き続き創業希望者へのきめ細かな支援や、企業の強靭化につながるプロフェッショナル人材
の登用に対しても積極的に支援した。
　これらの結果、支援実績は企業数2,866社、支援件数11,689件となり昨年を上回る数値となった。
　支援先に対して行った満足度調査の結果、不満足度は1.5％となり、前年度と比較すると若干ではあるが上昇し
た。引き続き目標の「顧客不満足度0％」達成に向けて、利用ニーズの把握や事業改善に努める。

指標に基づく
評価 b
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団体名

１．事業概要

Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

目標値 90% 90% 90% 90%

実績値 97% 99% 97%

２．コスト等の推移 （単位：円）

Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度(計画）

229,800,008 252,790,539 276,870,555 277,800,000

209,958,072 229,334,015 252,611,884 253,641,892

うち県分

206,429,767 226,591,345 248,967,528 250,564,892

うち県分 206,429,767 226,591,345 248,967,528 250,564,892

（上記のうち指定管理料） 206,429,767 226,591,345 248,967,528 250,564,892

2,621,429 2,540,245 3,111,833 3,000,000

906,876 202,425 532,523 77,000

19,841,936 23,456,524 24,258,671 24,158,108

19,841,936 23,456,524 24,258,671 24,158,108

３．事業実績に対する評価等
（評価の目安） ａ：目標を達成するとともに非常に効果があった

ｂ：かなり効果があった
ｃ：効果が十分でなく手法を見直す必要がある
ｄ：効果が出ておらず、事業そのものを見直す必要がある

　説明

  指定管理者として受託しているテクノアークしまねについて、施設利用者の利便性向上に取り組み、適正に施設
及び設備の維持管理に努め、利用件数および利用者高満足度率において当初の目標を達成した。
　利用件数について、前年度は天井改修工事の影響で利用件数が減少したものの、令和7年度においてはホーム
ページのリニューアルや周知活動に力を入れ、1,488件と大幅に増加した。
　施設管理のコスト面においては、施設内のエネルギー熱源をガスから灯油に切り替えることでコスト削減を図った
ほか、冬季の除雪業者・除雪機の見直しを行い、降雪時においても利用者が安全・円滑に利用できる環境整備を
実施するなど改善を図った。
施設利用者へのサービス向上に努めた結果、高満足度率は97.4％となった。更なる満足度向上に努めていく。

その他（上記以外）

人件費

職
員
別
内
訳

役員、評議員

正規職員、その他職員

指標に基づく
評価 a

借入金

目標
（値）

利用者高満足度率

区分

コスト

事業費

財
源
内
訳

補助金・負担金

受託料等

県が造成補助した運用財
産の取崩収入

資産運用収入

使用料・入場料等

目的及び
内容

指定管理者として島根県立産業高度化支援センターの効率的な管理を行うとともに、併せて県産業
技術センター施設等の維持管理業務を行う。

公益財団法人しまね産業振興財団

経営評価報告書［事業実績シート（各法人共通）］ （Ｂ）-２

事業名 施設管理事業
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団体名

１．事業概要

Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

目標値

実績値

２．コスト等の推移 （単位：円）

Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度(計画）

58,860,481 61,675,527 66,714,660 91,581,898

10,454,190 3,468,312 5,854,718 37,513,149

8,797,106 2,189,839 1,713,047 14,934,297

うち県分 8,797,106 2,189,839 943,047 14,934,297

うち県分

（上記のうち指定管理料）

810,746

29,989 104,263 339,736 250,000

1,627,095 1,174,210 2,991,189 22,328,852

48,406,291 58,207,215 60,859,942 54,068,749

5,674,219 5,665,781 4,860,559 5,734,969

42,732,072 52,541,434 55,999,383 48,333,780

３．事業実績に対する評価等
（評価の目安）

目的及び
内容

しまね産業振興財団内の組織管理業務、会計、経理事務、給与関係事務

公益財団法人しまね産業振興財団

経営評価報告書［事業実績シート（各法人共通）］ （Ｂ）-３

事業名 内部管理事務

借入金

目標
（値）

区分

コスト

事業費

財
源
内
訳

補助金・負担金

受託料等

県が造成補助した運用財
産の取崩収入

資産運用収入

使用料・入場料等

ａ：目標を達成するとともに非常に効果があった
ｂ：かなり効果があった
ｃ：効果が十分でなく手法を見直す必要がある
ｄ：効果が出ておらず、事業そのものを見直す必要がある

　説明

その他（上記以外）

人件費

職
員
別
内
訳

役員、評議員

正規職員、その他職員

指標に基づく
評価 －
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団体名

コスト等の推移 （単位：円）

Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度(計画）

1,428,232,775 2,198,406,403 1,147,551,469 1,472,716,000

1,065,751,775 1,803,290,093 736,724,679 1,112,744,000

659,444,411 1,470,762,180 382,734,665 674,670,080

うち県分 605,852,474 1,431,029,923 343,116,390 656,907,080

299,566,035 314,975,511 331,418,210 392,672,892

うち県分 221,932,026 241,816,392 256,070,818 260,711,892

（上記のうち指定管理料） 206,429,767 226,591,345 248,967,528 250,564,892

374,640 507,000 1,889,946 1,252,200

4,123,320 3,127,988 3,451,569 3,250,000

13,770,000 0 0 0

88,473,369 12,102,019 17,230,289 40,898,828

362,481,000 395,116,310 410,826,790 359,972,000

6,725,000 6,715,000 7,004,790 6,797,000

355,756,000 388,401,310 403,822,000 353,175,000

297,344,221 312,265,912 330,525,526 286,469,892

うち県分 295,689,401 310,822,392 328,141,267 286,469,892

50,148,849 49,368,624 65,710,713 67,402,108

うち県分 27,131,487 32,106,132 40,960,281 41,558,108

（上記のうち指定管理料） 19,841,936 23,456,524 24,258,671 24,858,108

978,420

14,987,930 33,481,774 13,612,131 6,100,000

956,788,632 1,783,028,092 713,260,191 961,139,972

うち県分 901,541,875 1,741,852,315 671,257,657 943,376,972

349,714,884 364,344,135 397,128,923 460,075,000

うち県分 249,063,513 273,922,524 297,031,099 302,270,000

（上記のうち指定管理料） 226,271,703 250,047,869 273,226,199 275,423,000

374,640 507,000 2,868,366 1,252,200

4,123,320 3,127,988 3,451,569 3,250,000

13,770,000 0 0 0

103,461,299 45,583,793 30,842,420 46,998,828

1,428,232,775 2,198,406,403 1,147,551,469 1,472,716,000

事業費

公益財団法人しまね産業振興財団

経営評価報告書［事業実績総コストシート（各法人共通）］ （Ｃ）

区分

総コスト

その他（上記以外）

財
源
内
訳

補助金・負担金

受託料等

県が造成補助した運用財
産の取崩収入

0 0

資産運用収入

使用料・入場料等

借入金

0 1,815,395

使用料・入場料等

人件費

職
員
別
内
訳

役員、評議員

正規職員、その他職員

財
源
内
訳

補助金・負担金

受託料等

県が造成補助した運用財
産の取崩収入

借入金

その他（上記以外）

資産運用収入

総コスト（財源内訳の計）

0 0

資産運用収入

使用料・入場料等

借入金

その他（上記以外）

総
コ
ス
ト
の
財
源
内
訳

補助金・負担金

受託料等

県が造成補助した運用財
産の取崩収入

0 1,815,395
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団体名

１．貸借対照表に関する項目
コード R５年度 R６年度 R７年度

Ⅰ 資産

流動資産 ａ 2,597,477,437 1,217,603,822 720,363,397

現金・預金 ｂ 763,743,324 676,368,801 340,933,905

その他の流動資産 ｃ 1,833,734,113 541,235,021 379,429,492

固定資産 ｄ 945,314,831 926,070,154 1,042,173,520

基本財産 ｅ 146,196,000 146,196,000 146,196,000

基本財産以外の固定資産 ｆ 799,118,831 779,874,154 895,977,520

うち特定資産 ｇ 674,247,480 648,649,383 764,752,753

（固定資産の性質別内訳）

有形固定資産 81,904,763 80,162,863 77,722,301

無形固定資産

投資等 863,410,068 845,907,291 964,451,219

資産計 ｈ 3,542,792,268 2,143,673,976 1,762,536,917

Ⅱ 負債

流動負債 ｉ 522,775,317 548,116,565 171,673,758

短期借入金 ｊ 0

うち県からの短期借入金 ｋ

その他の流動負債 ｌ 522,775,317 548,116,565 171,673,758

固定負債 ｍ 962,825,088 754,348,567 616,854,108

長期借入金 ｎ 646,574,250 459,852,000 311,351,500

うち県からの長期借入金 ｏ 397,487,000 317,038,000 90,862,500

その他の固定負債 ｐ 316,250,838 294,496,567 305,502,608

負債計 ｑ 1,485,600,405 1,302,465,132 788,527,866

Ⅲ 正味財産・資本

基本金 ｒ 146,196,000 146,196,000 146,196,000

うち県の出資・出えん分 ｓ 146,196,000 146,196,000 146,196,000

基本金以外の正味財産・資本 ｔ 1,910,995,863 695,012,844 827,813,051

当期正味財産・資本増減 ｕ 885,975,018 ▲ 1,215,983,019 132,800,207

準備金・前期繰越等 ｖ 1,025,020,845 1,910,995,863 695,012,844

（うち県が造成補助した取崩し型運用財産） ｗ 244,279,408 244,923,465

正味財産・資本計 ｘ 2,057,191,863 841,208,844 974,009,051

負債と正味財産・資本の合計 ｙ 3,542,792,268 2,143,673,976 1,762,536,917

【貸借対照表に関する項目の記載内容の注意事項】

※

※

参考：正味財産の内訳（新公益法人会計(H20.4)適用団体のみ）

コード R５年度 R６年度 R７年度

正味財産

指定正味財産 ① 1,524,606,342 285,386,862 385,338,616

うち基本財産への充当額 ② 146,196,000 146,196,000 146,196,000

うち特定資産への充当額 ③ 156,882,182 139,190,862 239,142,616

一般正味財産 ④ 532,585,521 555,821,982 588,670,435

うち基本財産への充当額 ⑤

うち特定資産への充当額 ⑥ 246,015,535 244,279,408 244,923,465

正味財産計 ⑦ 2,057,191,863 841,208,844 974,009,051

科目

公益財団法人しまね産業振興財団

経営評価報告書［財務状況シート（各法人共通）］ （Ｄ）

科目
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団体名

１－２．資産に関する項目
（単位：千円）

固定資産 a 1,042,173
基本財産 b 146,196

有形固定資産 c
無形固定資産 d
投資等 e 146,196

基本財産以外の固定資産 f 895,977
有形固定資産 g 77,722
無形固定資産 h
投資等 i 818,255

有形固定資産（g）の内容

無形固定資産(h)の内容

投資等(i)の内容

預託金

投資有価証券

公益財団法人しまね産業振興財団

経営評価報告書［財務状況シート］ （Ｄ）-2 

主な資産 価額（千円） 資産の保有目的

土地 74,340 島根大学地域未来協創本部の利用に供している

器具備品 3,382 職員業務実施用器具備品

主な資産 価額（千円） 資産の保有目的

情報化支援活動基金積立資産 114,523 運用益及び財産の一部を利用して情報化事業を実施する

区分 価額（千円） 資産の保有目的

56,810 運用益を法人会計に供す

技術振興基金積立資産 130,400 運用益及び財産の一部を利用して技術振興事業を実施する

10 公用車購入に係るリサイクル料に係るもの

2,676 県内企業支援の事業費しまね流海外販路開拓支援力強化事業積立資産

退職給付引当資産 280,687 運用益を退職給付引当金の財源として使用

しまね創造的企業支援基金積立資産 233,149 県内企業への交付金等
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団体名

２．正味財産増減計算書に関する項目
コード R５年度 R６年度 R７年度

Ⅰ 一般正味財産増減の部

経常増減の部

経常収益 ① 1,362,348,213 2,197,198,358 1,154,641,039

基本財産運用益 ア 810,746 810,746 810,746

特定資産運用益 イ 1,338,420 1,104,820 2,057,620

入会金・会費 ウ 940,000 940,000 920,000

事業収益 エ 38,885,177 9,430,859 7,155,551

補助金収益 オ 972,170,709 1,805,796,605 735,308,504

うち県からの補助金 カ 925,544,509 1,767,326,018 698,752,182

受託等収益 キ 340,358,966 368,179,098 400,493,276

うち県からの受託等収益 ク 240,015,595 277,757,487 300,395,452

うち指定管理料 ケ 217,223,785 253,882,832 276,590,552

負担金収益 コ 5,317,500 6,473,400 6,769,900

うち県からの負担金収益 サ 0 0

寄付金収益 シ 0 0

雑収益 ス 2,526,695 4,462,830 1,125,442

うちその他の財産の運用による利息等収益 セ 635,738 226,575 358,583

経常費用 ② 1,431,870,084 2,199,512,420 1,154,465,689

事業費 ソ 1,356,471,594 2,118,170,036 1,063,233,580

うち自主事業に係る事業費 タ 1,016,112,628 1,749,990,938 662,740,304

管理費 チ 75,398,490 81,342,384 91,232,109

（うち人件費） ツ 362,481,000 388,401,312 392,190,996

評価損益等調整前当期経常増減額（①-②） ③ ▲ 69,521,871 ▲ 2,314,062 175,350

評価損益等調整額 テ

当期経常増減額（③＋テ） ④ ▲ 69,521,871 ▲ 2,314,062 175,350

経常外増減の部

当期経常外増減額 ⑤ 3,048,271 25,738,123 32,814,103

経常外収益 ト 619,216,274 25,936,184 86,412,980

経常外費用 ナ 616,168,003 198,061 53,598,877

税引前当期一般正味財産増減額（④+⑤） ⑥ ▲ 66,473,600 23,424,061 32,989,453

法人税、住民税及び事業税 ニ 211,000 187,600 141,000

税引後当期一般正味財産増減額（⑥-ニ） ⑦ ▲ 66,684,600 23,236,461 32,848,453

一般正味財産期首残高 ヌ 599,270,121 532,585,521 555,821,982

一般正味財産期末残高（⑦＋ヌ） ⑧ 532,585,521 555,821,982 588,670,435

Ⅱ　指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 ネ 952,659,618 ▲ 1,239,219,480 99,951,754

指定正味財産期首残高 ノ 571,946,724 1,524,606,342 285,386,682

指定正味財産期末残高（ネ＋ノ） ⑨ 1,524,606,342 285,386,862 385,338,436

Ⅲ　正味財産期末残高（⑧＋⑨） ⑩ 2,057,191,863 841,208,844 974,008,871

【備考】

基本財産からの取崩収入 ハ

うち県分 ヒ

特定資産からの取崩収入 フ 32,905,307 21,809,980 9,546,409

うち県分 ヘ 1,815,395

借入金収入 ホ 13,770,000 0

うち県分 マ 13,770,000 0

その他 ミ

うち県分 ム

計（ハ＋フ＋ホ＋ミ） ⑪ 46,675,307 21,809,980 9,546,409

収入計（①＋ト＋⑪） ⑫ 2,028,239,794 2,244,944,522 1,250,600,428

職員数〔人〕 メ 65 64 65

公益財団法人しまね産業振興財団

経営評価報告書［財務状況シート（公益法人等）］ （Ｅ）

科目
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団体名

経営評価報告書［財務状況シート（公益法人等）］ （Ｇ－２）

４．評価指標に関する項目（公益法人等）

№ 指標名 内容 R５年度 R６年度 R７年度

1 自己資本比率 x/h
総資本にしめる返済義務の無い自己資
本の割合から、外郭団体の財務基盤の
安定性・健全性をみる。

58.1% 39.2% 55.3%

2 流動比率 a/i

１年以内に返済しなければならない流
動負債に対する１年以内に資金化でき
る流動資産の比率から、外郭団体の支
払能力をみる。

496.9% 222.1% 419.6%

3 固定長期適合率 d/(m+x)

固定的な資金調達（自己資本＋長期負
債）に対する固定資産の比率から、外
郭団体の固定資産投資の安全性をみ
る。

31.3% 58.0% 65.5%

ホ/⑫

当期収入額に占める借入金収入の割
合から、外郭団体の借入金への依存度
をみることにより、財務基盤の健全性を
みる。

0.7% 0.0% 0.0%

（j+n）/h

金利負担のある負債と外郭団体等が調
達した全ての資産との比率から、外郭
団体等の調達資金の安定性と金利変
動に対する経営リスクを見る。

18.3% 21.5% 17.7%

5 人件費比率 ツ/②
当期費用に占める人件費の割合から、
外郭団体等の経営の効率性をみる。

25.3% 17.7% 34.0%

6 管理費比率 チ/②
当期費用に占める管理費の割合から、
外郭団体の経営の効率性をみる。

5.3% 3.7% 7.9%

7
職員一人あたり
事業収益額

エ/メ
職員一人あたりの事業収益の推移をみ
ることにより外郭団体の効率性をみる。

598,233.5 147,357.2 110,085.4

8
基本財産運用効
率

ア/e
資金運用益の状況から基本財産の運
用効率を判断する。

0.6% 0.6% 0.6%

(カ+ク+サ+
ヒ+マ+ム)/

⑫

当期収入額に占める県からの補助金等
の割合から、財政上の県との関わりの
度合いを判断する。

58.1% 91.1% 79.9%

(1)の収入から県の指
定管理料を控除した場
合

(カ+ク+サ+
ヒ+マ+ム-

ケ)/⑫

(1)より、県の指定管理料を控除して算
定した依存度により、財政上の県との関
わりの度合いを判断する。

47.4% 79.8% 57.8%

(カ+ク+サ+
ヒ+マ+ム+

ヘ)/⑫

(1)に加え、特定資産からの取崩収入の
うち県分を加味し、財政上の県との関わ
りの度合いを判断する。

58.1% 91.2% 79.9%

(2)の収入から県の指
定管理料を控除した場
合

(カ+ク+サ+
ヒ+マ+ム+
ヘ-ケ)/⑫

(2)より、県の指定管理料を控除して算
定した依存度により、財政上の県との関
わりの度合いを判断する。

47.4% 79.9% 57.8%

10 受託等収益率 キ/①
経常収益の中に占める受託等の割合
から、受託事業への依存度を判断す
る。

25.0% 16.8% 34.7%

11 補助金収益率 オ/①
経常収益の中に占める補助金の割合
から、補助金収益への依存度を判断す
る。

71.4% 82.2% 63.7%

12 自主事業比率 タ/ソ
事業費に占める自主事業の割合から、
自主事業への取り組み状況を判断す
る。

74.9% 82.6% 62.3%

指標にかかるコメント等

公益財団法人しまね産業振興財団

計算式

安
全
性
・
健
全
性

正味財産・資本計÷資
産計×100%

流動資産÷流動負債×
100%

固定資産÷（固定負債
＋正味財産・資本計）×
100%

4 借入金依存率

借入金収入÷当期収入
合計×100％

貸借対照表における
借入金計÷資産計×
100％

効
率
性

人件費÷経常費用×
100％

管理費÷経常費用×
100％

事業収益÷職員数

基本財産運用益÷基本
財産×100％

受託等収益÷経常収益
×100％

補助金収益÷経常収益
×100％

自主事業費に係る事業
費÷事業費×100％

流動比率：県補助金返還金の減と、設備貸与事業の新規受付停止に伴う借入金の返済減により未払金（流動負債）が減少したため。
人件費比率：職員の給与ベースアップによる人件費増に加え、R6年度実施していた物価高騰・エネルギーコスト対策の県補助金の減により事
業費が大幅に減少したため。

管理費率、県への財政的依存度、受託等収益率、補助金収益率：いずれも、R7年度実施していた物価高騰・エネルギーコスト対策の県補助金
の減により数字が変動しているもの。

自
主
性

9
県への財政的依
存度

県からの収入（補助金＋受
託等＋負担金＋基本財産
取崩収入＋借入金＋その
他）÷当期収入合計×
100％・・・(1)

※参考
（(1)の収入＋特定資産から
の取崩収入のうち県分）÷
当期収入合計×100％・・・
(2)
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団体名

経営評価報告書［項目別チェックシート（各法人共通）］ （Ｉ）

評価 説　　明

自己評価の点数化集計

Aと回答した数 4 ×２点 ＝ 8 点

Bと回答した数 2 ×１点 ＝ 2 点

Cと回答した数 0 ×０点 ＝ 0 点

計 10 点 …①

総回答数 6 ×２点 ＝ 12 点 …② 比率
①÷②
×100＝ 83 ％

設立目的に合致した社会的要請があり、公益団体として存在意義が認められるか

A

県の最重要課題である産業振興施
策の実施機関として、中核的な役
割を担っている。

Ａ：認められる
Ｂ：社会的要請は減少してきているが認められる
Ｃ：存在意義が薄れつつあるまたはほとんど無い

設立目的及び事業内容が類似する非営利団体があるか

A

経営力の強化、技術力の強化、販
売力の強化、情報産業支援等の県
の産業振興施策の実施機関として
総合的に行っている機関は他にな
い。

Ａ：全くないまたは存在するが、合理的理由により差別化ができる
Ｂ：差別化の理由が希薄であるが、代替は困難
Ｃ：代替することが比較的容易

公益財団法人しまね産業振興財団

１．団体の存在意義および存続性にかかる項目

チェック項目

事業内容が設立目的に合致しているか

A

事業すべてが県の産業振興に直結
しており、その目的に合致してい
る。

Ａ：全ての事業が目的に合致
Ｂ：かなりの事業が目的に合致
Ｃ：目的に合致するものが少ない

財政基盤の面で安定しているか

B

県の産業振興施策の実施機関とし
ての位置づけから、安定した補助
金や受託事業収入を確保してい
る。

Ａ：取り崩し型運用財産以外の自主的財源があり安定している
Ｂ：安定した補助金や受託事業収入があり当面安定している
Ｃ：不安定な補助金、受託事業や取り崩し型運用財産に頼っており不安定

類似する事業内容を行う営利企業があるか

A

民間コンサルタント業等は存在する
ものの、公益性を保有する産業支
援機関として差別化できる。

Ａ：全くないまたは存在するが、合理的理由により差別化ができる
Ｂ：差別化の理由が希薄であるが、代替は困難
Ｃ：代替することが比較的容易

団体として人的体制が整っているか

B

事業規模に対して十分な職員体制
には達していない。

Ａ：事業規模に応じたプロパー職員がいる
Ｂ：県派遣等を含め事業に対応した体制になっている
Ｃ：プロパー職員が極端に少ないまたはいない
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団体名

評価 説　　明

自己評価の点数化集計

Aと回答した数 7 ×２点 ＝ 14 点

Bと回答した数 0 ×１点 ＝ 0 点

Cと回答した数 0 ×０点 ＝ 0 点

計 14 点 …①

総回答数 7 ×２点 ＝ 14 点 …② 比率
①÷②
×100＝ 100 ％

公益財団法人しまね産業振興財団

２．組織体制および運営状況にかかる項目

組織人員のスリム化に向けた見直しを行っているか

A

専門性を保有する外部人材の役割
をプロパー職員で担えるよう育成を
図っている。

Ａ：見直しを行い、実施している又は見直しを行う必要がない
Ｂ：見直しの作業を行っている
Ｃ：見直しの必要があるが行っていない

役員報酬規程、職員給与規程、就業規則、決裁規則、会計・経理規程等が整備され、適切に運
用されているか

AＡ：必要な規程は全て整備され適切に運用されている
Ｂ：職員の周知徹底を含め運用に不充分な点がある
Ｃ：必要な規程が整備されていない

チェック項目

理事会等は適正に開催され、かつその機能は十分に発揮されているか

AＡ：定期に加え、必要の都度機動的に開催し、重要事項を決定している
Ｂ：定期開催時に事業内容等についても合わせて審議している
Ｃ：定例的なもののみで議事内容も定例的なものにとどまっている

評議員会等は適正に開催され、かつその機能を十分発揮されているか

AＡ：定期に加え、必要の都度機動的に開催し、重要事項を審議している
Ｂ：定期開催時に事業内容等についても合わせて審議している
Ｃ：定例的なもののみで議事内容も定例的なものにとどまっている

人材育成・能力開発を行っているか

A

中小企業診断士の資格取得等、能
力開発のため、職員の研修派遣等
を行っている。

Ａ：研修会を開催したり、外部研修会に参加させるなどを十分に行っている
Ｂ：十分ではないが行っている
Ｃ：行っていない

情報公開・個人情報保護に関する規程を定めているか

AＡ：２つとも定めている
Ｂ：一方を定めていない
Ｃ：２つとも定めていない

事業活動内容・財務状況等について広報誌やホームページ等で積極的に情報公開しているか

AＡ：全て公開している
Ｂ：一部公開している
Ｃ：公開してない
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団体名

評価 説　　明

自己評価の点数化集計

Aと回答した数 6 ×２点 ＝ 12 点

Bと回答した数 1 ×１点 ＝ 1 点

Cと回答した数 0 ×０点 ＝ 0 点

計 13 点 …①

総回答数 7 ×２点 ＝ 14 点 …② 比率
①÷②
×100＝ 93 ％

公益財団法人しまね産業振興財団

３．事業の実施状況にかかる項目

チェック項目

提供するサービスに対する顧客満足度及び顧客のニーズの把握に努めているか

A

事業に係る顧客満足度調査を毎年
実施しており、また施設利用・セミ
ナー参加者についてはその都度ア
ンケート調査を実施し改善を図って
いる。

Ａ：あらゆる機会を捉え、積極的に調査を行い把握に努めている
Ｂ：十分ではないが必要に応じ把握に努めている
Ｃ：あまり努めていない

団体として将来見通しを立て、計画的に事業実施を図っているか

A

経営理念を定めて、計画的な事業
実施を図っている。

Ａ：数値目標、収支計画、年次計画を盛り込んだ計画を策定し事業を行っている
Ｂ：一部の事業、一部の内容についての計画または短期的な計画を策定し事業実施している
Ｃ：計画的な実施ができていない

コストを抑制して、事業活動を効率的に行っているか

AＡ：少ないコストにより、多くの事業活動を効率的に行っている
Ｂ：コストの抑制に心がけているが、事業活動が効率的とはいえない
Ｃ：行っていない

受託事業の再委託率が高くなっていないか

AＡ：低いまたは低下傾向にある
Ｂ：高いが合理的理由がある
Ｃ：高く、再委託先に任せきりにしている事業が多数ある

事業実施にあたって目標数値等を設定し、達成状況を評価・活用しているか

A

財団全体で事業個々の目標値を定
め、評価を行っている。

Ａ：目標を設定し、評価・活用している
Ｂ：目標を設定しているが達成状況の評価にとどまっている
Ｃ：できていない

事業毎に費用対効果を分析し、事業見直しに活用しているか

B

支援先企業に、支援効果が直ちに
現れないこと、また、当財団だけの
効果であるか見極めが難しい。

Ａ：十分に分析し、活用している
Ｂ：かなり分析し、活用している
Ｃ：あまり分析せず・活用もしていない

保有資産の有効活用が図られているか

AＡ：資産の有効活用により、十分な事業活動が可能である。
Ｂ：資産を活用しているものの、事業活動の成果が十分とは言えない
Ｃ：資産が活用されていない又は保有目的が不明確な資産がある
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団体名

評価 説　　明

自己評価の点数化集計

Aと回答した数 11 ×２点 ＝ 22 点

Bと回答した数 2 ×１点 ＝ 2 点

Cと回答した数 0 ×０点 ＝ 0 点

計 24 点 …①

総回答数 13 ×２点 ＝ 26 点 …② 比率
①÷②
×100＝ 92 ％

Ａ：１００％以上ある
Ｂ：　－
Ｃ：１００％未満である

3

前年度末現在の借入金の返済が可能か

AＡ：借入当初の返済計画通り返済が可能
Ｂ：当初の返済計画通りいかないが返済計画の見直しを行った
Ｃ：返済計画の見直しの必要がある

公益財団法人しまね産業振興財団

４．財務状況および財務指標にかかる項目

A

Ａ：資産の時価評価（又はそれに準じた評価）が行われており、価値が確保されている
Ｂ：資産の時価評価（又はそれに準じた評価）が行われているが、価値が低下している
Ｃ：資産の時価評価（又はそれに準じた評価）が行われていない

効
率
性

6

人件費比率は適正か

AＡ：横ばいまたは低くなっている
Ｂ：上昇傾向にあるが、合理的な理由がある
Ｃ：上昇傾向にあり、適正でない

7

管理費比率は適正か

チェック項目

安
定
性

1

自己資本比率が低下傾向にないか

A

年度をまたいで使用する補助金を指定
正味財産に繰り入れており、令和6年度
は正味財産の変動が大きく自己資本比
率が低下したが、一過性のものであり、
令和7年度は上昇した。

Ａ：低下傾向にない
Ｂ：低下傾向にあるが、緩やかである
Ｃ：近年大幅に低下する傾向にある

2

流動比率が１００％以上あるか

A

4

借入金依存度（借入金÷総資産）が適正か

Ａ：横ばいまたは低くなっている
Ｂ：上昇傾向にあるが、合理的な理由がある
Ｃ：上昇傾向にあり、適正でない

5

資産の管理は適切か

A

自
立
性

10

県への財政依存度は適正か

B

設備貸与事業の新規受付停止に伴い、
県からの収入の割合が高まり、増加傾
向にあるもの。

AＡ：横ばいまたは低くなっている
Ｂ：上昇傾向にあるが、合理的な理由がある
Ｃ：上昇傾向にあり、適正でない

8

職員一人当たりの事業収益額の推移は適正か

B

設備貸与事業の新規受付停止に伴い、
職員一人当たりの事業収益額が減少し
ているもの。Ａ：増加傾向または横ばいである

Ｂ：減少傾向だが、合理的な理由がある
Ｃ：減少傾向にある

Ａ：低下、横ばい傾向または県の事業拡充等により上昇している
Ｂ：上昇傾向にあるが特殊な事情があるなど合理的理由がある
Ｃ：上昇しており自立性が低下している

11

受託等収益率は適正か

AＡ：低下、横ばい傾向または目的事業の拡充等により上昇している
Ｂ：上昇傾向にあるが特殊な事情があるなど合理的理由がある
Ｃ：上昇しており自立性が低下している

9

基本財産や運用財産を適正・効率的に運用しているか

AＡ：規程を整備し適正・効率的に運用している
Ｂ：規程はないが効率的な運用を行っている
Ｃ：不十分であり改善の余地がある

12

補助金収益率は適正か

AＡ：低下、横ばい傾向または目的事業の拡充等により上昇している
Ｂ：上昇傾向にあるが特殊な事情があるなど合理的理由がある
Ｃ：上昇しており自立性が低下している

13

自主事業比率は適正か

AＡ：上昇、横ばい傾向または目的事業の拡充等により低下している
Ｂ：低下傾向にあるが特殊な事情があるなど合理的理由がある
Ｃ：低下しており、自立性が低下している
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団体名

経営評価報告書［総合評価シート（各法人共通）］ （Ｊ ）

１．評価結果（個別観点）

評価

２．総合評価（今後改善すべき内容、方向性等）

公益財団法人しまね産業振興財団

観　点 評価内容

団体のあり方

公益財団法人しまね産業振興財団は、中小企業支援法に基づく県内唯
一の中小企業支援センターであり、産業支援機関相互の連携と分担の
中核として、本県の産業施策を実施する公的団体である。当財団に付与
された法的役割・性格（行政補完型性格）を堅持し、本県産業の高度化の
ため、ものづくり産業を中心として企業支援を行い、その責務を果たす。

A

課題の内容等 今後の方向性等

組織運営

大きく変化する外部環境に対応して、人的資源を中心とした経営環境を
効率的・効果的に活用するため、事業目標の明確化及び事業評価など
PDCAによる改善に努めた。更に高度化する企業ニーズに対応するた
め、職員の資質向上を図り、支援実務に精通した外部人材を積極的に活
用し、質の高いサービスを提供できる体制整備を図った。

A

事業実績

令和７年度は、県内企業の経営基盤強化に重点を置き、変化するマーケットや市場の
ニーズを的確にとらえ、自社の経営戦略を構築し、新分野進出や付加価値向上などに果
敢に挑戦する県内企業を積極的に支援した。
新たなビジネスモデルの創出や生産性向上を目指す企業経営者に対し、「対話と傾聴」を
重視した支援を行った。課題の設定から解決策の導出までを伴走し、経営者自らが変革
の道筋を描ける体制の構築を目的として、当財団職員および各種専門家による伴走型支
援を実施した。また、人手不足が深刻化する中、「デジタル技術の導入」による省力化や、
カーボンニュートラルへの対応に向けた県内企業の積極的な取り組みへの支援を重点
テーマとして、事業を実施に支援した。さらに、地域活力の維持・向上や県内企業の活性
化において、「人に対する支援」は必要不可欠との観点に立ち、引き続き創業希望者への
きめ細かい支援や、企業の強靭化につながるプロフェッショナル人材の登用に対しても積
極的に支援した。

A

財務内容

令和6年度に実施していたエネルギーコスト削減、原油・物価高騰対策のための
県補助金（繰越）の減に伴い管理費率、受託等収益率が低下、補助金収益率に
関する指標が上昇した他、人件費率や効率化といった指標も低下した。
引き続き産業振興の中心的役割（県の産業振興施策の実施機関という位置付
け）として、当財団に与えられたミッションを着実に達成するためには、県からの
財政的担保を前提に事業遂行していく必要がある。

A

評価の目安
Ａ：良好である　Ｂ：ほぼ良好である
Ｃ：やや課題がある　Ｄ：課題が多い

県内企業への周知 当財団の事業活動をより多くの県内企業に知って
いただくために、情報発信や広報活動に引き続き
取り組み、積極的な事業運営に努める。
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Ⅰ 経営理念 

 

   〈平成 22.3.12〉 

 

  公益財団法人しまね産業振興財団は、中小企業支援法に基づく

県内唯一の中小企業支援センターであり、産業支援機関相互の連携

と分担の中核として、本県の産業施策を実施する公的団体である。 

当財団に付与された法的役割・性格（行政補完型性格）を堅持し、

本県産業の高度化のため、ものづくり産業を中心として、企業支援

を行い、その責務を果たす。 

当財団の本県産業振興における責務は、次のとおりである。 

 

①意欲ある企業（創業者を含む）を積極的に支援し、企業の 

競争力強化を促進する。 

②新事業の創出・新技術の導入を促進し、県産業の成長と 

発展に寄与する。 

③産業振興に係る公的施設の指定管理者として施設の効率的 

管理を行うことを通じて本県産業振興の目的達成に寄与する。
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Ⅱ 運営方針 

 

賃金と物価の好循環が期待される中で、依然として物価高、エネルギー価格の高騰、人

手不足など、事業活動においても、家計においても、厳しい経済情勢が続いています。 

他方、賃上げによる所得の改善、政府の経済対策、デジタル化・省力化投資などによりプ

ラス成長が見込まれ、また、景気が回復する中で、その先行きについては、雇用・所得環

境の改善や各種政策の効果が回復を支えることが期待されています。 

このような中で、しまね産業振興財団は、経済情勢の変化、景気の先行きを注視しなが

ら厳しい経営環境の中で収益拡大に取り組む県内企業に対し、様々な経営課題の解決に

向けて、人的資源を最大限活かしながら幅広い視点で支援してまいります。 

令和８年度においては、とりわけ「生産性向上支援」、「デジタル技術の導入・ＤＸ支

援」を重要なテーマとして取り組んでまいります。また、「人材活用型の支援」を基本と

して、伴走支援等企業に寄り添った支援を行います。 

 

 

財団運営方針 

 

  しまね産業振興財団は、中小企業支援法に基づく県内唯一の中小企業支援センターとし

て、また県出資の公益財団法人として、行政・商工団体・各支援機関と連携して、企業支

援・産業振興を行います。 

  また、県の産業振興施策の実施機関として、財団職員及び外部専門人材による「人材活

用型支援」を基本とし、その専門コンサルティング機能と各支援施策の有効活用により、

本県企業の自立的発展を促す総合支援を行います。 

 

① より多くの企業のあらゆる相談に対応する。 

② 常に企業の立場に立ち、提案型で継続的な支援を行う。 

③ 県・市町村や他の産業支援機関と連携して企業支援を行う。 

④ 財団の事業活動を広くＰＲし、自主事業の積極的な展開に努める。 

⑤ 公益財団法人としてコンプライアンスを徹底する。 

⑥ これらの活動を通じ、県内企業の顧客満足度１００％を追及する。 
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Ⅲ 令和８年度 組織体制   

     

役職員計 5６名  

 代表 1､プロパー職員 31､金融機関２､県 1､専門員 11､専門支援スタッフ 10 

 1１名    ５名    11 名     ４名      ４名      ７名     7 名 

代表理事 理事長  

業務執行理事 事務局長  

理  事  会  

評 議 員 会 

経営支援部 企業振興部 総務部 

Ｉ
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Ⅳ 事業計画の総括 

令和８年度、しまね産業振興財団は、「賃上げ」や「原材料価格高騰」等、厳しい経営環

境の中、業績や生産性の向上・改善を図ろうとする県内企業の経営基盤強化に重点を置き、

自社の経営戦略を構築し、新分野進出や付加価値向上などに果敢に挑戦する県内企業を積

極的に支援します。 

具体的には、新たなビジネスモデルの創出や生産性向上を目的とする企業・事業所に対

し、当財団職員や、当財団が委託した民間コンサルティングファームによる「伴走型支援」

を行い、その取り組みの具現化をサポートします。 

また、しまねソフト研究開発センター（ＩＴＯＣ）の研究開発機能を島根県産業技術セ

ンターへ移管したことに伴い、同センターは「ＩＴイノベーションセンター」と組織名を

変更し、ＤＸ推進コーディネータの増員（石見事務所に配置）など体制強化を図り、「ＩＴ

技術を活用した事業創出支援」及び「県内産業のデジタル化・ＤＸ支援」をより一層推進

します。 

さらに、新設する「島根県よろず支援拠点生産性向上支援センター」に配置する専門人

材のノウハウを活用し、生産性の向上や省力化の支援に重点を置きます。 

併せて、地域活力の維持・向上や県内企業の活性化において、「人に対する支援」は必要

不可欠との観点に立ち、引き続き創業希望者へのきめ細かい支援や、企業の強靭化につな

がるプロフェッショナル人材の登用に対しても積極的に支援してまいります。 

 

 

〔主な取り組み〕 

１．県内企業の経営基盤強化を目的とした「伴走型支援」 

進化するデジタル技術や生成ＡＩなどをツールとした新たなビジネスモデルの創出

や、コスト上昇の抑制を目的に行う生産プロセスの再構築による生産性向上、産業サプ

ライチェーンの再構築による新たな市場への進出等、県内企業の積極的な取り組みに

対し、財団職員や専門家、さらには新設する「島根県よろず支援拠点生産性向上支援セ

ンター」の人材を活用した「伴走型」の支援を行い、新分野進出や付加価値向上の取り

組みをサポートします。 

 

【事業名】 

（１）島根県よろず支援拠点生産性向上支援センターの開設  Ｐ８ 

（２）財団職員によるハンズオン支援            Ｐ９ 

（３）経営基盤再構築伴走支援               Ｐ10 

（４）新事業創出モデル支援事業              Ｐ15 

 

 

 



- 5 - 

 

２．効率化・省力化を目的としたデジタル技術の導入支援 

深刻化する人手不足に対応するため、県内企業が志向する省力化・効率化を目的とし

たデジタル技術の導入について、「ＩＴイノベーションセンター」の体制強化を図り、

同センターが代表機関として運営する「しまね地域ＤＸ拠点」を主体に、専門家の派遣

や技術導入に必要な経費の助成等、必要な一連の取り組みを支援します。 

併せて、ＤＸ計画策定等の伴走支援を行いながら、支援者側のＩＴコーディネートス

キル向上にも取り組みます。 

 

【事業名】 

（１）県内産業のデジタル化・ＤＸの促進          Ｐ16 

（２）しまねデジタル推進事業                  Ｐ16 

（３）しまね地域ＤＸ拠点運営事業              Ｐ17 

 

３．「人」に対する支援 

昨今の起業・創業機運の高まりを加速させることを目的に、各自治体や支援機関など

との連携のもと、起業家予備層に対し、そのマインドの醸成やビジネスプランの精度向

上を図ることにより、「創業者創出」による地域活性化に寄与します。 

また、県内企業に対し、専門性を有するプロフェッショナル人材の登用を促すこと

で、「より強い企業体質」への転換を促進します。 

 

【事業名】 

（１）起業家への支援                        Ｐ11 

（２）プロフェッショナル人材戦略拠点                Ｐ12 
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総事業費予算                          （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今年度 前年度 増減

補助事業 349,297 359,107 △ 9,810

支援事業 498,265 413,938 84,327

小計 847,562 773,045 74,517

248,200 249,300 △ 1,100

58,822 56,782 2,040

404,022 373,210 30,812

1,558,606 1,452,337 106,269

事業支出

公
益
事
業
支
出

収益事業支出

管理費支出

人件費支出

合計
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Ⅴ 各組織の事業内容 

■公益目的事業 

 

１ 経営支援課の主な事業内容 

 

中小企業支援法に基づく県中小企業支援センター、中小企業等経営強化法に基づく認

定支援機関として幅広い分野の相談に対応するための専門スタッフ配置等の総合相談体

制を整え、また、島根県よろず支援拠点の実施機関として、県内支援機関と連携し、経営

診断による課題抽出・経営計画ブラッシュアップ、事後フォロー・経営管理システムの構

築から運用支援などを行い、本県産業の経営力強化を図る。 

特に、物価高騰、人手不足等に直面する地域企業に対して、生産性向上や経営基盤強化

を一層推し進め、収益性の向上に寄与する取り組みを強化する。 

 

（総合相談グループ） 

(1) 総合相談及びコーディネート （27,212 千円）【県】 

財団内に専門スタッフを配置し、県内企業等からの各種相談に対して課題抽出と課題

解決策の助言を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

【専門スタッフ等】 

・情報産業アドバイザー 

・経営アドバイザー 

・金融アドバイザー 

・国際化支援アドバイザー 

・生産管理アドバイザー 

・インキュベーションマネージャー 

・技術コーディネータ 

・販路開拓コーディネータ 

・知財窓口支援担当者 

・中小企業診断士  

・IT コーディネータ等 
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(2) よろず支援拠点 （144,826 千円）【国】 

国が全国に設置する経営相談所として、事業者の売上拡大、経営改善、価格転嫁等、

経営上の様々な相談に対応する各専門分野のコーディネータを配置し、課題解決に向け

た助言やアドバイスを行う。 

  【専門スタッフ等】 

・チーフコーディネータ 1 名 

・サブチーフコーディネータ 2 名 

・専門コーディネータ配置 

（創業､売上拡大､労務･法務､Web､IT 活用､ 

商品開発､PR 情報発信 等 ） 

 

   生産性向上支援センター 

よろず支援拠点の中に、「生産性向上支援センター」を新設し、中小企業・小規模事業

者等からの生産性向上に関する相談に対応し、複数回の現場訪問等含む伴走支援を通じ

て、課題解決に向けた提案・助言等を行う。 

  【専門スタッフ等】 

・生産性向上支援統括サポーター 1 名 

・生産性向上支援サポーター配置（5S､工程改善､省力化､デジタル化 等） 

 

 

 

 

 

 

(3) 経営力の強化促進 （13,800 千円）【県】  

経営革新に意欲的に取り組もうとする県内中小企業に対し、経営管理システム（ＰＤ

ＣＡサイクル）の導入や、ＩＳＯシリーズやＨＡＣＣＰ等の必要なマネジメントシステ

ムの認証取得を促進して、経営力強化を図る。 

 

① 経営の革新支援 （7,800 千円）【県】 

経営革新に意欲的に取り組もうとする県内中小企業に対し計画策定サポート及び

国・県等の各種助成制度活用等の継続的な支援を実施する。 

また、県内企業の企業連携による競争力強化や経営革新への取り組みを促進する。 

 

国及び県で主に想定される支援メニュー 

  新事業進出補助金、省力化投資補助金（国） 

  ものづくり補助金・小規模事業者持続化補助金・ＩＴ導入補助金（国） 

  事業承継新事業活動支援事業（県） 

  エネルギーコスト削減対策緊急支援事業（県） 他 

新 

生産性向上の 

「プロ」が支援 
生産性向上に関する知識・経

験が豊富なサポーターが専門

性の高いアドバイス 

無料・複数回の 

現場訪問 
「相談に行く余裕も時間もな

い」場合でも、何度でも無料

でサポーターが現場訪問 

国の補助金における

加点（予定） 
センターの支援を受けること

で、省力化投資補助金（一般

型）採択審査において加点 
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② ものづくり産業生産プロセス変革等支援 （4,000 千円）【県】 

県内ものづくり企業の生産性向上に向けて、島根県が実施する「ものづくり産業生

産プロセス変革等支援事業補助金」の申請窓口として、企業からの申請や実績報告の

事務対応を行うとともに、過年度交付決定企業に対して、事業計画の進捗状況を確認

し、目標達成に向けて必要なフォローアップを行う。 

※ 参考：ものづくり産業生産プロセス変革等支援事業補助金 

エネルギー価格・物価高騰の影響を受けている製造業者の生産プロセスの変革に 

よる収益確保のために必要な設備投資等を支援 

[補助率] 中小企業 1/2 以内（小規模事業者 2/3 以内） 

        [補助限度額] 下限 500 千円、上限 20,000 千円 

 

③ 財団職員による経営力向上ハンズオン支援（経営診断～伴走支援）【財団自主事業】 

    県内中小企業が中長期的な視点に立った自立的な経営ができるように、財団内の中

小企業診断士資格を保有する職員を中心とした支援チームが、成長意欲のある県内中

小企業を経営診断の上、経営課題を抽出し、自走化に向けたアクションプランの実行

を伴走支援する。 
 

コース 概 要 

経営診断コース 

（2 カ月程度） 

・現状分析（環境分析、財務分析、現場分析） 

・経営者・従業員ヒアリング 

・経営課題抽出、アクションプランの策定 

経営診断＋課題解決 PJコース 

（半年程度） 

・上記の経営診断コース 

・アクションプラン実行の伴走支援 

 

④ 国際規格等取得促進 （3,000 千円）【県】 

成長分野進出、事業再構築、脱炭素化等、企業の戦略に応じた取引拡大や新規受注

獲得を目的とするマネジメントシステム認証取得時の専門家経費等を助成する。 
 

助 成 率 専門家コンサルを含む準備経費・審査登録経費の 1/2 以内 

助成限度額 【一般】1,000 千円以内 【グループ化】2,000 千円以内 

 

⑤ 衛生認証取得促進 （3,000 千円）【県】 

県外や海外の大手事業者と取引する際に求められる高度な衛生管理に対応するた

めに必要な認証取得時の専門家経費等を助成する。 
 

助 成 率 専門家コンサルを含む準備経費・審査登録経費の 1/2 以内 

助成限度額 1,000 千円以内 
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(4) 専門家の派遣 （46,916 千円）【県】うち、三菱マヒンドラ農機対応分：8,550 千円 

県内製造業者が厳しい外部環境に的確に対応していくため、各種専門家（経営・生産・

技術・販路・海外展開など）の派遣を通じて課題解決を図るとともに、複数企業が参加

する集合研修などを実施し、ものづくり企業の競争力強化の取り組みを支援するととも

に解決手法の定着化を図る。 
 

内        容 予算額 

個別企業（製造業）への専門家派遣 

及び集合研修（工場管理実践塾、生産性向上プログラム等）の開催  
22,866 千円 

個別企業（食品製造業）への専門家派遣 15,500 千円 

    

《R7 年度工場管理実践塾の様子》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 外部専門家による経営基盤再構築伴走支援 （60,528 千円）【県】 

                    うち、三菱マヒンドラ農機対応分：41,904 千円 

大手メーカーの生産調整等の影響を大きく受ける県内受託事業者を対象に、経営基盤

体制の再構築や、抜本的な経営方針の見直し等を図る企業の取り組みに対して、外部専

門家を活用した伴走支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

(6) 設備貸与事業フォローアップ支援 

設備貸与事業の過年度利用企業に対して、事業計画の進捗状況や貸与設備の活用状況

を確認するとともに、目標達成に向けて必要なフォローアップを行う。 

 

 

（松江会場（R7.7.2 開催)） （成果報告会 (R8.1.28 開催)） 
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２ 創業・人材支援課の主な事業内容 

 

地域活力維持・向上に向けて、市町村、商工団体等と連携し、起業家の掘り起こしを推

進するとともに、各種事業化プログラム実施により起業予定者の伴走支援を行う。 

また、企業の成長戦略の実現に向けて、プロフェッショナル人材戦略拠点として、人材

ニーズを掘り起こし、人材紹介事業者を通じた中核人材の確保、副業・兼業人材の活用を

含めた企業支援を行う。 

加えて、島根県産業技術センターや松江工業高等専門学校等との連携により、ものづく

り産業の人材育成を行う。 

 

（創業・人材支援グループ） 

(1) 起業家への支援 （9,250 千円）【県】 

① 起業マインドの向上 （1,040 千円）【県】 

各自治体・支援機関等と連携したイベントを

開催し、県内各地に点在する起業家予備層の起

業マインドを向上することで、起業家スクール

等での基礎知識の習得や実践型起業塾での創業

準備、更には創業・インキュベーションルーム

等の活用に繋げていく。 

また、テクノアークしまね及びいわみぷらっ

とのインキュベーション施設に入居している創

業後間もない企業・個人等の事業立ち上げ支援

を個々に実施するとともに、入居者同士の交流

の場を提供する。 

 

② 支援体制の強化 （1,409 千円）【県】 

市町村、商工団体、金融機関、 ＮＰＯ法人等との連携を深め、各地域の連携支援体制

を強化するとともに起業支援活動を支援する。 

 

③ 実践型起業塾 （3,711 千円）【県】 

起業希望者のうち地域経済への貢献度の高いビジネスプランを持つ事業予定者に対

し、課題解決型のためのプログラムを提供、専門家派遣や助成金等により事業化に向け

た支援を行う。 
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④ 起業家スクール （3,090 千円）【県・受講料】 

起業に関する基礎知識等を学ぶスクール（連続講  

座）を開催し、県内での起業・創業を促進する。 

 

 

 

 

 

(2) プロフェッショナル人材戦略拠点（56,075 千円）【県】 

① プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業 【県】（27,547 千円） 

企業の成長戦略実現や円滑な事業承継のため、マネージャー、サブマネージャーを

配置し、金融機関や支援機関と連携をしながら県内企業の人材ニーズを掘り起し、人

材紹介事業者や無料職業紹介事業所を通じてプロフ

ェッショナル人材採用を促進する。 

また、県内企業が抱える経営課題に対し、専門的知

識を保有する副業・兼業人材を活用した課題解決方法

を説明・啓発することで、副業・兼業・OB 人材の活用

を進め、企業の成長戦略の実現・関係人口の創出を促

進する。 

 

 

 

 

 

② 専門人材確保推進事業 【県】（28,528 千円） 

プロフェッショナル人材戦略拠点の人材マッチングを通じ、県内に事業所を有する

中小企業者が、県外からＵＩＪターンする専門人材を雇用あるいは副業・兼業の形態

で確保する際の経費を補助することで県内企業の課題解決や人材不足を解消する。 

 

１）専門人材確保推進事業費補助金 【県】（9,819 千円） 

県内に事業所を有する中小企業者が、県外からＵＩＪターンする専門人材を確保す

るために支出した経費《人材紹介手数料（成功報酬部分）》の一部を助成する。また、

DX 人材採用・スタートアップ企業の利用時は補助率及び補助上限額を増額するとと

もに、年度内に２人目までの採用時も対象とする。 

 

助 成 率 人材紹介手数料の 1/2 以内 

※DX 人材採用・スタートアップ企業利用時：2/3 以内 

助成限度額 1,300 千円以内 

※DX 人材採用・スタートアップ企業利用時：1,700 千円以内 

 

【専門スタッフ等】 

マネージャー １名、サブマネージャー ２名 
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２）専門人材（副業・兼業）確保推進事業費補助金 【県】（3,709 千円） 

県内に事業所を有する中小企業者が、自社課題解決のために副業・兼業人材の指導・

助言を得る際に支出した経費《副業・兼業人材移動経費》《人材紹介手数料》の一部

を助成する。ＤＸ人材採用・スタートアップ企業の利用時は副業・兼業人材移動回数

上限の増加及び補助額の増額、人材紹介手数料を増額する。 

 

助 成 率 等 ①副業・兼業人材の移動経費 1/2（上限：往復５回の移動分） 

※DX 人材活用・スタートアップ企業利用時：往復 10 回の移動分が上限 

②人材紹介手数料３か月分 

※DX 人材活用・スタートアップ企業利用時：６か月分 

助成限度額 ①200 千円以内 

※DX 人材活用・スタートアップ企業利用時：400 千円以内 

②120 千円以内 

※DX 人材活用・スタートアップ企業利用時：240 千円以内 

 

３）副業・兼業補助金 【県】（15,000 千円） 

更なる副業・兼業人材活用を促すために、はじめてプロフェッショナル人材戦略拠

点を通じて副業・兼業人材を活用する県内に事業所を有する中小企業者が支出した経

費《報酬》《副業・兼業人材移動経費》《人材紹介手数料》の一部を助成する。 

 

助 成 率 等 副業・兼業人材の報酬・移動経費、人材紹介手数料 8/10（上限：６か月分） 

※専門人材（副業・兼業）確保推進事業費補助金との併用不可  
助成限度額 500 千円以内 

 

(3) 産業人材の育成 （23,022 千円）【県・受講料】 

① 中核技術者育成事業 （18,622 千円）【県・受講料】 

島根県産業技術センター、松江工業高等専門学校及びＮＰＯ法人ミライビジネスい

ずも等と連携し、各種の人材育成講座を開催するとともに最近の動向や新技術等が習

得できる機会を確保する。 

 

開催講座名 連携機関 

設計信頼性向上を目的とした人材育成講座 

産技センター 

品質管理技術に関する人材育成講座 

食品製造業技術者向け衛生管理に関する人材育成講座 

鋳造技術者育成講座 

EMC 対策等技術講座 

3DCAD、シーケンス制御、電子回路講座 松江高専 

産業用ロボット利活用講座 ミライビジネスいずも 

製造業分野に係る最新動向展望及び普及講座 財団自主 
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(1) ものづくり新人育成塾の開催 （4,400 千円）【県】 

ものづくりの基本を学び、技術者としての自覚を醸成させることを目的に、県内もの

づくり企業の新入社員を対象にした連続講座を開催する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象者 県内中堅・中小製造業の入社１年目の従業員 

開催方式 合同研修及び県内外企業（工場）訪問等で構成 

参加予定者数 30 名程度（出雲地域 20名、石見地域 10名程度を想定） 

カリキュラム 

・ものづくりに係る基礎講座 

・ビジネスゲームをテーマとしたワークショップ 

・５Ｓ・ムダ取りの基礎講座  

・製造業におけるデジタル活用 

・県外先進企業（工場）視察 

・自社への提言書作成   

・提言発表会 
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３ ＩＴイノベーションセンター(ＩＴＯＣ)の主な事業内容 

 

ＩＴ技術を活用した事業創出に向けて、人材育成、アイデア段階からの伴走支援、シス

テム開発から販路開拓までの助成事業、ＩＴ企業と非ＩＴ企業の共創による事業化モデ

ル支援などの事業を行う。 

 また、県内企業のデジタル化･ＤＸを推進するため、セミナー開催、ＩＴ経営･ＷＥＢマ

ーケティング、ＡＩ･データ活用等の各種相談会や専門家による伴走支援を行う。さらに、

産学金官で構成する支援コミュニティ「しまね地域ＤＸ拠点」を組織し、地域企業のＤＸ

計画策定伴走によるＤＸ推進を後押しする。加えて、計画実行段階ではモデルとなる取り

組みに対して助成するなど、県内企業のデジタル化･ＤＸの各段階に応じた支援を行う。 

 

（ＩＴ技術を活用した事業創出支援） 

 

(1) 事業創出に向けた人材育成講座 （1,775 千円）【県】 

県内中小企業等のＩＴ技術を活用した新規事業創出にフォーカスし、新規事業を考え

る上で必要なマインドや戦略・戦術、また市場調査や事業資金等に関する初期ステップ

での実用的な人材育成講座を開催する。 

 

(2) 事業創出に向けた伴走支援 （5,400 千円）【県】 

ＩＴ技術を活用した新たな製品・サービスの創出に向けて相談会を開催するとともに、

アイデアの市場性リサーチ、リサーチ検証、アイデアの改良・軌道修正等について専門

家による伴走支援を行う。 

 

(3) 新事業創出モデル支援 （20,945 千円）【県】 

企業変革を志向するＩＴユーザー企業（非ＩＴ企業等）と、ＤＸパートナーを志向す

るＩＴ企業が連携し、ＩＴ技術の利活用により、新規事業創出・ビジネスモデル変革等

を図る取り組みに対して、プロジェクトを伴走する専門家を配置し、現状認識、あるべ

き姿の設計、課題解決を行うためのビジネスアイデアのブラッシュアップ、事業計画の

策定、新サービス開発・ビジネスモデル変革を支援する。これにより、伴走モデル企業

の次代の新たな収益源の獲得を目指し、かつ県内ＩＴ企業が伴走モデル企業のＤＸパー

トナーを担う成長モデルとなる成功事例の創出を図る。 

 

(4) 事業化・販路開拓・デジタル推進伴走支援助成 （17,100 千円）【県】 

 ＩＴ技術を活用した新商品・新サービス開発等の事業化に取り組む企業やその販路

開拓を行う企業、デジタル化・ＤＸ推進に向けて民間の専門家を活用する企業に対し

て助成金による支援を行う。 
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新事業支援／ＩＴ活用事業化助成金 

内  容 条 件 

IT 技術を活用した新商品・新サービスにおいて、市商品・新サービス

を本格的に市場に投入するための、製品・サービス開発に係る経費の

一部を助成。 

上限 3,000 千円 

助成率 1/2 以内  

 

販路開拓支援／開発ソフトウェア販路拡大支援助成金 

県内企業が自社開発したソフトウェア製品やサービス等の販路拡大を

図る際の県外展示会経費や Web マーケティング等に係る経費の一部を

助成。 

上限 1,500 千円 

助成率 1/2 以内  

 

デジタル・ＤＸ支援／デジタル推進伴走支援助成金 

デジタル導入により競争力を強化する取り組みを民間の専門家を活用

して実施する場合に、専門家受入に係る経費の一部を助成。 

（※条件：しまねデジタル推進専門家派遣事業利用企業が対象） 

上限  300 千円 

助成率 1/2 以内  

 

(5) ＩＴイノベーションセンターの運営 （22,243 千円）【県】 

アドバイザー、専門スタッフを配置し、県内企業のＩＴ技術を活用した新商品・サー

ビス創出及び県内 DX の取り組みを支援する。 

 

（県内産業のデジタル化・ＤＸ支援） 

 

(1) しまねデジタル推進事業 （13,498 千円）【県】 

県内中小企業等の競争力の強化、生  

産性向上を図るため、ＤＸ推進セミナー

の開催、個別相談ができる IT経営、Ａ

Ｉ･データ活用相談会を実施する。 

また、ＷＥＢを活用した自社商品・サ

ービスの認知拡大や販売促進に関する困

りごとなどに対してＷＥＢマーケティン

グ相談会を開催する。 

更に、デジタル導入のモデルとなる取

り組みについては、専門家派遣等による

伴走支援を行う。 

 

 

 

 

 

デジタル推進セミナー開催 3,348 千円 

IT 経営,WEB マーケティング,AI･データ活用相談会の開催 760 千円 

デジタル推進専門家派遣事業 9,390 千円 



- 17 - 

 

(2)しまね地域ＤＸ拠点運営事業 （29,000 千円）【県・企業負担金】 

産学金官で構成する支援コミュニティ「しまね地域ＤＸ拠点」を組織し、地域企業の

ＤＸを地域内で実現するための事業運営を、ＤＸ推進コーディネータの配置の下行う。

具体的には、ＤＸ推進を目指す県内企業に対して、コミュニティ構成員がＤＸのモデル

事例の創出に向けて DX 計画策定等の伴走支援を行うとともに、コミュニティ構成員の

ＩＴコンサルティングスキル向上を図る取り組みを行う。 

なお、ＤＸ推進コーディネータを２名体制（新たに石見事務所に１名配置）とし、相

談支援窓口、支援機関連携、伴走支援のフォロー体制を強化する。 

 

 

 

 

 

(3) デジタル導入モデル支援助成 （34,800 千円）【県】 

県内企業のモデルとなる革新ビジネスの創出、新サービスの開発、生産性の向上、売

上拡大を目的としたデジタル活用やＤＸの促進にかかる経費の一部を助成する。 

 

助 成 率 ハード事業経費の 1/3 以内、ソフト事業経費の 1/2 以内 

助成限度額 4,000 千円以内 

 

 

  

DX 推進コーディネータ配置 10,000 千円 

コミュニティ構成員による DX 計画策定伴走支援 16,000 千円 

キックオフ・成果報告セミナー開催 3,000 千円 
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４ 新事業支援課の主な事業内容 

 

県内企業等による事業転換や成長市場への参入や事業拡大のために、市場ニーズを踏

まえた戦略的な技術開発・製品開発を段階的かつ一体的に支援するとともに、技術の専門

家である技術コーディネータ等を配置し、島根大学や松江工業高等専門学校を始めとし

た県内外の高等教育機関や、島根県産業技術センター等の研究活動と企業における技術

等の課題とのマッチングによって、県内企業に不足している研究開発体制等の経営資源

を補完し、新技術・商品開発等に向けたオープンイノベーションの推進を支援する。 

 

（技術支援グループ） 

(1) しまねオープンイノベーション推進事業 （70,428 千円）【県】 

① 産学金官連携による課題解決・事業化の促進 （22,428 千円）【県】 

技術コーディネータ・アドバイザーを配置し、大学等高等教育機関や公設試験研究機

関等との連携により、県内企業の技術ニーズと大学等の技術シーズマッチングや企業

同士の連携による県内企業の新事業展開や新分野進出等の意欲的な取り組みを支援す

る。 

  技術コーディネータ ３名（県東部２名 県西部１名） 

  技術アドバイザー  ４名 

 

② 新技術・製品開発の促進 （48,000 千円）【県】 

次世代産業の創出・振興により、県内企業の付加価値の増加と魅力ある雇用の場の

創出を図るため、県内企業が次世代産業の技術や製品を開発するために必要な市場調

査や可能性検証試験、研究開発に要する経費を支援する。 
 

助成枠 内     容 採択枠 

チャレンジ枠 

企業等の新分野への進出や新商品の開発等に向けた市場

調査、試作開発又は可能性検証試験に要する経費を助成 

・上限 1,000 千円、助成率 1/2、1年以内 

3,000 

千円 

事業化枠 

国内の大学等（県内外の企業と連携含む）や外部専門家か

らの指導助言を受けながらオープンイノベーションによ

る研究開発等の経費を助成 

 ・上限 5,000 千円/年、助成率 1/2、2年以内 

（うち県内大学等との共同研究経費については、

2,500 千円を上限に助成率 10/10） 

25,000 

千円/年 

高度研究開発枠 

国内の大学等（県内外の企業と連携含む）と連携して研究

レベルの高い研究開発の経費を助成 

 ・上限 10,000 千円/年、助成率 1/2、2年以内 

（うち大学等との共同研究経費については、5,000 千円

を上限に助成率 県内機関 10/10、県外機関 2/3） 

20,000 

千円/年 
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(2) 知的財産活用の支援 （20,641 千円）【国・県】 

① 知財総合支援窓口の設置 （11,338 千円）【国・県】 

一般社団法人島根県発明協会と連携し、専門人材を配置し、「ＩＮＰＩＴ島根県知財

総合支援窓口」を開設し、県内中小企業等の知的財産活動に対するアイデア段階から

事業化までワンストップサービスを提供する。 

  窓口支援担当者、相談対応者 計４名 

  移動相談会の開催（県内４か所） 

  弁理士相談会の開催（毎週１回） 

  弁護士相談会の開催（月１回） 

  専門家の派遣（弁理士・弁護士等） 

  知財戦略セミナーの開催 

 

  

製品の 

完成度 

製品開発期間 

ｱｲﾃﾞｱ 

段階 

市場調査 

 

基礎研究 

応用研究 

開発研究 

試作開始 

改良 

販売開始 

チャレンジ枠 

事業化枠 

高度研究開発枠 

製品開発に係る助成金対象範囲イメージ図 

J-PlatPat 検索ワークショップ（松江高専） 
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② 知的財産権の外国への出願支援 （9,303 千円）【国】 

国際的な事業展開や知的財産権侵害へ対応するため、戦略的に外国出願を行う県内

の中小企業に対し、その出願に要する経費の一部を助成する。 

特許出願 上限 1,500 千円、助成率 1/2、採択枠 4,800 千円 

実案・意匠・商標登録出願 上限 600 千円、助成率 1/2、採択枠 4,000 千円 

 

(3) ものづくり産業脱炭素化促進事業 （5,100 千円）【県】 

世界的に、温室効果ガスの排出削減を目指す「脱炭素化」に向けた動きが加速し、 

脱炭素化対策がビジネス上の取引要件となることが見込まれる中、県内ものづくり産業

が脱炭素化に的確に対応するために実施する取り組みを支援する。 

【専門家派遣】 

個別企業の脱炭素化の取り組みに向けた助言を実施 

【戦略策定支援等】 

島根県が実施する「ものづくり産業脱炭素化促進事業補助金」の運営事務局として、

補助金の相談受付から、申請サポート、実績報告まで、島根県と一体となって企業の

脱炭素化の戦略策定と設備投資の支援を行うとともに、過年度交付決定企業に対して、

事業計画の進捗状況を確認し、目標達成に向けて必要なフォローアップを行う。 

※参考：ものづくり産業脱炭素化促進補助金 

グリーン成長分野からの受注拡大のための設備投資や、取引の確保・継続等の

ための炭素生産性を増加させる以下の取り組みを支援 

A 型：成長分野進出事業 

B 型：生産プロセス改善事業 

C 型：設備配置変更事業 

D 型：エネルギーの見える化事業 

［補助率］1/2 

［補助上限額］A 型・B 型：10,000 千円、C 型：1,000 千円 D 型：5,000 千円 

 

(4) 産業クラスター等に対する支援 

県内企業で構成する各種協議会等の取り組みを支援することにより、地域産業の底上

げ、個別企業の競争力強化を図る。 

  島根特殊鋼関連産業振興協議会 

  ＳＵＳＡＮＯＯ（特殊鋼加工技術を中核に航空機産業を目指す企業グループ） 

  島根県鋳造関連産業振興協議会 

  しまね金型研究会（429 千円）【技術振興基金】 
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５ 販路支援課の主な事業内容 

島根県内の加工技術・自社開発製品などの専門展示会出展や県外の委託事業者等と

の商談会開催、個別の取引斡旋を行うとともに、WEB 活用等新たな営業手法による販路

拡大を支援する。首都圏進出を支援するため、営業代行企業を活用し首都圏等での販路

拡大を目的にビジネスマッチング支援を行う。また、海外展開を志向する県内企業への

相談対応や貿易実務に関する個別相談、海外ビジネスマッチング支援を行い、県内企業

の販売力強化を支援する。 

 

（取引支援グループ） 

(1) 県外での販路拡大に取り組む企業への支援 （69,321 千円）【県・企業負担金】 
                   うち、三菱マヒンドラ農機対応分：19,240 千円 

① 展示会への共同出展、商談会の開催（37,421 千円） 

財団借り上げブース（島根県ブース）にて県内企業の新規取引先開拓を支援 

  名古屋機械要素技術展    ４月（ポートメッセなごや） 

  機械要素技術展      ７月（東京ビッグサイト） 

  関西機械要素技術展    10 月（インテックス大阪） 

※その他、自社開発製品の販路開拓支援を目的とした展示会への出展も予定 

 

独自の商談会を開催し、県外の委託事業者等との個別商談機会を提供 

  中国ブロック合同広域商談会 11月（コンベックス岡山で調整中） 

  ものづくり受発注商談会 in 大田区 12 月（東京都大田区内で調整中） 

※その他、全国各自治体と連携し広域での商談会を 2回程度開催予定 

     

 

 

② 個別出展に対する経費助成（5,400 千円） 

全国的な規模の展示会出展に係る経費の一部を助成 

  上限 30 万円、助成率 1/2（グループの場合は上限 90万円） 

※三菱マヒンドラ農機対応枠：上限 45 万円、助成率 3/4 

機械要素技術展（大阪） 中国ブロック合同広域商談会 
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③ 島根県受注企業ガイドブックの作成（機械金属、樹脂、電気）（3,000 千円） 

県外の委託事業者等に向けて県内の中小受託事業者を紹介するガイドブック冊子

版・電子版を作成 

④ 新たな手法による営業活動を支援（23,500 千円） 

新規取引先の開拓を目指す県内企業の営業機能を強化・補完するため、アフターコロ 

ナ時代の新たな手法による販路拡大の取り組みを支援する 

 

  ＷＥＢを活用した販路開拓に係る経費の一部を助成 

上限 100 万円、助成率 1/2 

 

  営業代行を活用した販路開拓に係る経費の一部を助成 

上限 100 万円、助成率 1/2 

※三菱マヒンドラ農機対応枠：上限 150 万円、助成率 3/4 

 

(2) 首都圏等における販路開拓支援 （9,488 千円）【県】 

首都圏等での県内開発製品の販路開拓、県内機械金属製造業の新規取引開拓に向けて、 

営業代行企業や販路開拓コーディネータによるマッチング支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 取引の支援 （3,400 千円）【県】 

県外の委託事業者等への発注開拓活動を通じて加工・製作案件等の獲得を行い、県内の中

小受託事業者に対しダイレクトに取引の斡旋を図る。また、取引かけこみ寺を設置し、取引

に関する苦情相談対応や関連法令の周知により取引の適正化を図る。 

  県外の委託事業者等発注開拓（随時） 

  取引斡旋事業（随時）  

  取引かけこみ寺事業（弁護士相談等） 

  取引適正化推進講習会（公正取引委員会・中国経産局連携） 

  価格転嫁セミナー 

 

し
ま
ね
産
業
振
興
財
団 

サ
ポ
ー
ト 

首
都
圏
ほ
か
全
国
企
業 

マ
ッ
チ
ン
グ

ア
プ
ロ
ー
チ 

マ
ッ
チ
ン
グ
支
援 

・見込み客リスト作成 

・アポイント取得代行 

・商談管理 

県内企業への取引斡旋、技術指導 

販路開拓委託事業者（カクトク等） 

販路アドバイザー 

県
内
企
業 
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（国際化支援グループ） 

(1) 海外展開に取り組む企業への支援 （32,092 千円)【県・全国協会】 

成長著しい新興国など海外ビジネス展開への意識啓発や、輸出などにより海外需要を

取り込もうとする中小企業の進出検討段階から現地における円滑な事業運営までの一

連の取り組みに対する助成等により支援する。 

 

① しまね海外ビジネス活動支援助成金 （25,000 千円） 

海外販路開拓、進出予定国の市場調査や海外進出計画の策定、オフショア開拓や 

海外での共同研究など県内企業の海外展開に関する取り組みに要する費用を助成する。 

  

② 勉強会等の開催 （3,300 千円） 

  意識啓発や海外展開のノウハウ習得のための勉強会･個別相談会の開催 

  商談会等の実施支援および現地調査 

 

③ しまね流海外販路開拓支援力強化事業 （2,642 千円） 

事業継続・事業成長のために、市場を海外に求める機運を醸成し、小規模事業者でも 

海外展開できる環境を整備するため、伴走型支援による海外販路開拓の支援力の強化を 

目指す。 

  海外展開を志向する事業者等へのコミュニティの形成を図るための交流会事業 

  小規模事業者向けステップバイステップガイド開発事業 

  アセアン諸国以外の販路開拓可能性調査、人的ネットワーク構築事業 

 

④ 貿易・投資相談などによる支援 （1,150 千円） 

・ 国際化支援アドバイザーを中心とした貿易・投資相談への対応 

・ その他関連活動の実施（販路開拓、情報収集、各種調査など） 

 

 

 

 

 

 

 

 

商社 OB。輸出繊維機械部配属後に香港大学、北京大学へ留学。産業

機械部、海外戦略開発推進室、中国室長等を経て、上海、広州、青

島に駐在。中国駐在時は食品、医療、金融、化学など幅広い分野で

の取引、投資に携わる。 

■国際化支援アドバイザー 渡部 英司 
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６ 石見事務所の主な事業内容 

 

石見地域の事業者の経営、人財確保、起業・創業、技術、販路（海外展開含む）、デジ

タル化支援など様々な課題に対しての相談対応、課題解決に向けた伴走支援を行う。 

なお、令和８年度は石見地域におけるデジタル化支援を強化するため、石見事務所内

に新たにＤＸ推進コーディネータを１名配置する。 

また、（公財）ふるさと島根定住財団石見事務所及び島根県商工会連合会石見事務所

と連携し、石見地域における産業振興及び地域づくり支援を総合的・横断的に展開する

ため、関係支援機関を１か所に集結した総合支援窓口「石見産業支援センター（いわみ

ぷらっと）」を運営する。 

 

  いわみぷらっとインキュベーションルームの運営 

  専門家の派遣（再掲） 

 

 

 

 
 
 
 

 
 
 

石見地区の市町の各種産業振興会議等への委員参加 

     

  大田商工会議所金融懇談会 

  江津市産業振興連絡会議 

  はまだ産業振興機構事務局会議 

  浜田市事業承継推進会議 

  浜田市起業等支援事業補助金審査会 

  浜田市活力あるもの・ひとづくり支援事業補助金審査会 

  益田市産業支援センター連絡会 

  益田市新事業チャレンジサポート事業補助金審査会 ほか 

【石見事務所 人員体制】 

・ プロパー職員 ３名、専門員 １名 

・ プロフェッショナル人材戦略拠点 サブマネージャー １名 

・ よろず支援拠点 サブチーフコーディネータ １名 

・ ＤＸ推進コーディネータ １名 

「いわみぷらっと」入り口 
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７ 総務経理課の主な事業 

（総務経理グループ） 

(1) 行政機関・他の産業支援機関との連携推進 

県・市町村や各商工団体、金融機関等と積極的に連携し、企業の課題解決に努める。 

 

連携会議等への参加等 

  市町村の審議会等の委員参加 

  個別市町村との意見交換会 等 

 

人事交流の実施 

  県：産業振興課 

  金融機関等：山陰合同銀行、島根銀行 

 

(2) 人材育成の強化 （5,000 千円）【県】 

   より企業支援の専門性を高め、財団職員の企業支援能力向上を図るため、研修等の機

会を増やし、計画的な人材育成の強化を行う。 

 

(3) 財団のデジタル化促進 （1,394 千円）【県】 

  内部事務の電子化等により、事業者と財団事務負担を軽減することで事務の効率化お

よび利便性の向上を図る。 

 

(4) 財団広報の強化 （1,000 千円）【自己財源】 

財団の事業活動を広く企業、県民にＰＲするため、広報ツールや媒体を活用した継続

的な情報発信強化を図る。 

  

(5) ガバナンスの強化 

  外部理事・監事との協働 

公益法人としての社会的責任を踏まえ、ガバナンス強化の観点から外部理事・

監事と積極的に意見交換の場を設ける。 

  コンプライアンスの遵守 

コンプライアンス遵守を徹底させるため、人権研修、ハラスメント研修、情報

セキュリティ研修、交通安全研修などを実施する。 

 

(6) 財団の自主企画事業 （429 千円）【自己財源・研究会費】 

  しまね金型研究会 

  財団職員によるハンズオン支援（経営診断～伴走支援） 
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■収益事業 

総務経理課 

（総務経理グループ） 

 

(1) 公的施設の管理 （275,623 千円）【県】 

島根県立産業高度化支援センター（テクノアーク

しまね）の指定管理者として、施設の維持管理と入

居者及び施設利用者へのサービス向上を図りつつ効

率的な運営を行う。 

  指定管理期間：Ｒ７～11 年度の５年間 
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令和８年度事業の事業評価　（ 行動目標 と 成果目標 ） 2026/2/20 現在
 

  

事　　　　業 説　　　　明

経営支援課 不満足度 0％

（総合相談Ｇ） 支援企業数 2,600社

うち新規３０％ 780社

よろず支援拠点
個別企業相談支援の拡充強化
・専門家派遣や連携チーム支援

相談件数 6,500件

経営力革新支援 承認取得企業数 60社

生産プロセス変革等支援 ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ件数 140件

経営力向上ハンズオン支援 支援企業数 4社

国際規格等認証取得支援 採択件数 3社

衛生認証等認証取得支援 採択件数 3社

個社専門家派遣事業（食品製造業含む） 派遣企業数 30社 課題解決率 90％

集合研修（工場管理実践塾含む） 受講企業数 70社 改善実施率 90％

外部専門家による伴走支援 経営基盤再構築伴走支援 支援企業数 4社 課題解決率 90％

設備の貸与 貸与先フォローアップ支援 ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ件数 50件 付加価値向上企業率 80％

創業・人材支援課 起業・創業件数 20件

（創業･人材支援Ｇ） 起業家支援 経営計画策定、アドバイス等の起業者支援 相談対応件数 350件

実践型起業塾
起業希望者のビジネスプランに対し、課題解
決型プログラムを提供、事業化に向け支援

参加者数 ５名

プロフェッショナル人材戦略拠点
プロフェッショナル人材ニーズ把握及びコー
ディネート

相談件数 400件 成約件数 60件

ものづくり産業中核技術者育成 受講企業数 100社 参加者高満足度率 90％

ものづくり新人育成研修 開催講座数 8講座 新人育成者数 30人

事業創出・DX事例創出件数 8件

事業創出に向けた伴走支援 支援件数 5件

新事業創出モデル支援による伴走支援 支援件数 4件

IT活用事業化助成金による製品・サービス創
出支援

支援件数 3件

販路拡大を図る企業支援
開発ソフトウェア販路拡大支援助成金による
支援

採択件数 5件
取引拡大等した企業数
（過年度助成金を含む）

7件

DX推進専門家派遣支援 派遣企業数 15件

DX計画策定支援 計画策定企業数 20件

デジタル導入モデル助成による支援 採択件数 9件

新事業支援課 新技術・新製品等事業化件数 30件

（技術支援Ｇ） 産学金官連携による課題解決･事業化の促進 技術コーディネートの実施
コーディネート

件数
70件

共同研究・技術開発委託等新たな
展開につながった件数

25件

総合支援窓口の設置 相談対応件数 1,480件

助成金による外国出願支援 採択件数 10件

個社専門家派遣事業 派遣企業数 3社

脱炭素に向けた戦略策定・投資、CO2削減取
組み支援

採択件数 6件

販路支援課 取引成立件数 97件

（取引支援Ｇ） 取引成立件数 92件

首都圏等における販路開拓支援体制の整備 営業代行企業活用 マッチング件数 100件 取引成立件数 20件

下請取引の支援 取引斡旋 マッチング件数 200件 取引成立件数 10件

新たな営業手法に取り組む企業を支援 助成金による新たな手法の営業活動を支援 採択件数 10件 取引成立件数 12件

（国際化支援Ｇ） 取引成立件数 5件

助成金による海外展開への支援 採択件数 25件
取引拡大等した企業数
（過年度助成金を含む）

23社

勉強会及び交流会等の開催 開催回数 8回 新規参加企業数 5社

新規ネットワークの構築 開拓件数 4件 構築件数 2件

貿易・投資相談、情報収集、販路開拓の実施
など

相談対応件数 200件 取引成立件数 5件

総務経理課

島根県中小企業支援センターの連携促進 連携による企業支援、ネットワーク構築推進 他機関連携件数 900件 貢献度調査 100％

財団広報の強化 メールマガジン「アシスト」の配信 配信回数 48回 「アシスト」登録件数 2,000件

施設の管理 県産業高度化支援センターの管理運営 利用件数 1,200件 利用者高満足度率 90％

個別企業相談支援
　・専門スタッフ配置
　・関係団体との連携 不満足度率

総合相談及びコーディネート

専門家の派遣

創業者数・ｲﾝｷｭ入居

付加価値向上企業率 80％

海外展開に取り組む企業への支援

DXの推進 DX事例の創出件数 5件

70社

産業人材育成支援

ITイノベーションセンター

事業創出支援

全 体 の 事 業 目 標　:　広義のＣＳ調査による満足度１００%

0％

経営力の強化促進

課（グループ）名 行　動　目　標 成　果　目　標

（総務経理Ｇ）

県外での販路拡大に取り組む企業への支援
共同出展、出展経費の助成、商談会等の開催
による支援

マッチング件数 900件

事業化件数 3件

知的財産活用の支援 課題解決率 90％

事業化件数
（過年度助成金分を含む）

取引成立件数 50件

5件

ものづくり産業の脱炭素化の促進支援
抽出したものづくり中小企業にお
ける脱炭素化への対策計画を策定
した企業数

6社

各種助成金による技術・製品開発の支援新技術・製品開発の促進 採択件数 10件


